
かながわ民際協力基金

助成金申請の手続き案内

　「かながわ民際協力基金」は、地球社会における共通課題の解決と、「共に生きる」

開かれた地域社会づくりをめざして、NGOをはじめとする民間レベルの国際協力活

動（民際協力活動）を促進することを目的に 1993 年に創設された基金です。これ

からの民際協力活動をリードする先駆的な事業の申請をお待ちしています。

　なお、申請に関する相談はいつでも承りますので、本誌に添付されている事前相

談申込書に記入後 FAXでお送りください（E-mail による相談申込みも可能です）。

　また、申請を希望される方は、当案内に御留意のうえ申請くださるようお願いし

ます。不明な点は事務局までお問い合わせください。　

事務局：財団法人かながわ国際交流財団　多文化共生・協働推進課
●住所：　〒 221-6835　横浜市神奈川区鶴屋町２－２１－８　第一安田ビル４階

● TEL：０４５－６２０－００１１　● FAX： ０４５－６２０－００２５

● E-mail：tabunka@k-i-a.or.jp

（土日　休み）

２０１１年４月１日
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Ⅰ　申請から助成に至るまでの流れ

１　「申請書」 の提出

２　ヒアリング

３　審査

４　助成対象事業の実施

５　「中間報告書」 の提出 （６ヶ月以上の事業の場合のみ提出）

（※１）審査会での審議により助成は決定されますが、審査方針やこれまでの結果から助成される可能性が低いのは
次のような事例があります。
①以前申請して助成されなかった事業と同一の内容
②国際交流イベント（例：絵画展、フェスティバルなど）
③助成金が申請団体を経由して現地に提供されるだけの事業（例：チャリティーコンサートなど）
④一方的にものを与えるタイプの協力活動（施設建設や備品の供与など）
⑤申請団体の学習活動が主たる目的となっている事業（例：スタッフや会員のスタディツアーなど）
⑥組織基盤の弱い団体（学生のサークルなど）

６　「完了報告書」 の提出 （事業終了後２ヶ月以内に提出）

助成金は２回に分けて交付され、第１回目は
助成事業開始時に行われます。事業実施時の
支出については適切に領収書を整理し完了報告
に備えることが必要となります。

審査結果は文書でお知らせします。

７　かながわ国際交流財団による監査

「かながわ民際協力基金助成金申請書（以下
「申請書」という。）」はホームページからダ
ウンロードできます。http://www.k-i-a.or.jp/
kokusai/ngo/kikin/index.html　特に初めての
申請をする方は申請書を提出する前に、内容
について事務局に御相談ください。
助成の可能性が大変低い事業についていくつ
か例（※１）を挙げますのでお読みください。

助成金の残額の交付

８　事後活動

担当職員が申請書の内容について聴取します。
審査会の直前まで不明点などを随時伺います
ので御協力願います。

当財団が主催する各種事業での事業報告や助
成対象事業の調査への協力などをお願いする
ことがあります。
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Ⅱ　申請資格および対象事業

１　申請者の資格

２　助成の対象となる事業

次の（１）と（２）に該当する民間レベルで国際協力活動を行う団体（以下「NGO等」という。）であれば申

請を行うことができます。

（１）当基金の設置を理解し、地域の民際協力活動の推進に、積極的に参加、協力していること

（２）次のいずれかであること。

①　神奈川県内に活動の拠点を有している。

②　神奈川県内に多数の会員を有している。

③　主に神奈川県内で活動している。

（１）海外協力事業

　海外の開発途上地域での協力活動。福祉・生活環境の向上、環境保全、教育、人権保護等の課題に、地

域住民と共に取り組む草の根レベルの協力活動。

（２）国内協力事業

　県内の定住難民、外国人労働者等の外国籍県民の人権を守り、異なる文化を違いに認めあいながら「共

に生きる」地域社会を実現するための協力活動

（３）担い手育成事業

　県内の民際協力活動の担い手となるべき人材を育成する活動。

（４）団体活動充実事業

　NGOの組織の自立や活動の充実を図るため、スタッフの研修やプロジェクトの事前調査など活動のレベ

ルアップを図るための活動

（５）緊急支援事業

　国内外の大規模な災害などに対応して行う復興支援を含む緊急支援活動

（６）その他の民際協力事業

　このほか上記以外の事業であっても、例外的に対象となる場合もありますので、御相談ください。ただ

し次のいずれか（※２）に該当する場合は、助成の対象となりません。

（※２）
（１）　かながわ国際交流財団との共催で実施する事業
（２）　団体の会員または参加者の友好・親善を図ることを主たる目的とする事業
（３）　営利を目的とする事業
（４）　特定の政治活動又は宗教活動を主たる目的とする事業
（５）　当該団体の設立または育成について、神奈川県等の公共団体が資金的な援助を行っている場合
（６）　公共の秩序、安全を害するおそれのあるもの
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Ⅲ　申請に関する諸条件

１．申請の時期・方法

春期と秋期の年２回受付を行います。締切日までに「申請書」とその他の必要書類を提出してください。（「緊急

支援事業」は随時受付を行っています。）

（１）受付期間および締切日
期 受付期間 締切 対象事業 審査結果の通知時期
春期 ４月１日～５月３１日 ５月３１日 同年１０月１日以降、１年の間に開始されるもの 原則として同年９月３０日まで
秋期 １０月１日～１１月３０日 １１月３０日 翌年４月１日以降、１年の間に開始されるもの 原則として翌年３月３１日まで

※郵送の場合　　締切日消印有効

※持参の場合　　締切日２０：００までに財団事務所に持参

（２）その他の必要書類（申請書以外に必要となる書類）

①　団体の会則又はそれに準ずるもの

②　団体の最新事業年度の事業計画書及び収支予算書

③　団体の過去２年間の事業年度の収支決算書

④　過去の活動内容がわかる資料（機関紙、新聞記事の写し等）

⑤　その他、財団が指定するもの（指定があった場合に限る。）

２．助成対象事業の対象経費、対象期間、助成限度額
事業区分 対象経費 対象期間（１件あたり）助成限度額（１件あたり）
海外協力

事業

渡航費、物資・機材購入費、運搬費、保管費、印刷費、通信費、

翻訳・通訳費、現地業務費、専門家人件費（医師等の高度

な専門技術を有する人材の派遣を行う場合）等

３年以内 対象経費の50%以内で、

かつ300万円以内

国内協力

事業

講師謝礼、会場費、交通費、印刷費、広報費、教材費、研修費、

専門家人件費（医師等の高度な専門技術を有する人材）等

１年以内 対象経費の 50%以内

で、かつ 300 万円以内

担い手育

成事業

講師謝礼、会場費、印刷費、通信費、通訳・翻訳費 海外で行う場合は３年

以内、国内で行う場合

は１年以内

対象経費の 50%以内

で、かつ 300 万円以内

団体活動

充実事業

印刷費、通信費、広報費、事務所等賃借料等 １年以内 対象経費の 50%以内

で、かつ 50万円以内

緊急支援

事業

渡航費、物資・機材購入費、運搬費、保管費、印刷費、通信費、

翻訳・通訳費、現地業務費、専門家人件費（医師等の高度

な専門技術を有する人材の派遣を行う場合）等

事業内容により決定 事業内容により応分の

額を決定する
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３．助成希望額の算出時の留意点

他からの公的助成金を受けている場合は、その金額を対象経費から控除してください。

【助成希望額算出式】

助成上限額＝（ 助成対象経費 － 公的助成金の額 ）÷２

※公的助成金には、民間の財団等によるものであっても、公募によって行われる助成は全て含まれます。

４．申請の回数制限

１団体につき、１事業の申請ができます。ただし「団体活動充実事業」及び「緊急支援事業」については、他の

事業と併せて申請することができます。

５．連続助成の制限

次の規則により、1つの団体が永続的に助成を受けることはできません。

（１）連続助成への制限

「海外協力事業」、「国内協力事業」、「担い手育成事業」は、同一の団体が連続して３ヶ年毎年助成の交付を受けた

場合は、原則として当該団体に対する１年間の助成休止期間を設けます。

（２）「団体活動充実事業」の助成制限

「団体活動充実事業」は、同一の団体に対して３回を助成の限度とします。

６．報告書の提出

助成を受けた団体は、事業終了後２ヶ月以内に「完了報告書」を提出しなければなりません。事業が６ヶ月以上

の長期にわたる場合は、折り返し時点から１ヶ月以内に「中間報告書」を提出しなければなりません。

例（実施期間６ヶ月の事業の場合）：３ヶ月経過後１ヶ月以内（４ヶ月経過時点）が中間報告の締切

７．事業内容の変更

助成事業の内容等を変更しようとする場合は、「変更承認願」を財団に提出し、その承認を得なければなりません。

８．助成金の支給方法

助成金は、原則として事業着手時に助成決定額の半額を支給し、事業終了時に監査を行い、その結果にもとづい

て残金を精算払いします。助成金は、団体の指定する銀行口座に振り込みます。
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９．監査と書類の保管

事業終了時に監査を行います。助成金を受けた団体は、事業毎に収入・支出の帳簿を管理し、それに係わる全て

の証拠書類（領収書（※３）等）を３年間保管しなければなりません。

10．支給決定の取消し

次のような場合は、たとえ事業開始後であっても、助成の決定を取消します。

（１）事業を実施しないとき、または期限内に事業を実施する見込みがないとき。

（２）申請書の記載と事実が著しく相違したとき。

（３）事業の実施に際して違法行為があったとき。

（４） その他、当財団が不適当と認めたとき。

 

11．助成金の返還

次のような場合には、支給された助成金の全部または一部を返還していただきます。

（１）助成の決定が取り消されたとき。

（２）助成金の目的外支出が行われた場合、または使途不明金が発生したとき。

（３）事業規模の縮小などによって総事業費が大幅に縮小され、既に支給された助成金の額が総事業費に対して

定められた助成率の上限を上まわったとき。

（４）事業報告書が提出されなかった場合、またはその内容が不十分であったとき。

12．助成を受けた旨の周知

助成を受けた団体は、助成事業の成果物や報告書などに、「かながわ民際協力基金」による助成を受けた旨を明

らかにするよう努めてください。

（※３）事業開始時から、領収書をきちんと管理することが事業のスムーズな実施においても非常に大切になります。
①宛名を申請時の団体名称に統一、② A４の用紙に糊で貼る、③管理しやすいよう領収書に記号をふる、④支出明細
書をマイクロソフト・エクセルなどの計算ソフトを使い作成する、これらの流れを会計責任者を定め行ってください。
●領収書の日付について：電話代等の月遅れになる請求などを除き、事業実施期間外の日付の領収書は助成金支払い
の対象となりません。

●交通費の領収書について：領収書にバスや電車などの区間とその費用を詳細に明記してください。車を使用する場
合は、走行キロ数に基づく計算方法があります。事前に事務局にお問い合せください。

●１枚の領収書に複数の科目が含まれる場合について：領収書のコピーを取り、それぞれに別の記号をつけ管理して
ください。

　助成が決定した団体に方に対して、会計処理についてはできる限り丁寧に説明いたしますので、気軽に事務局まで
お問い合せください。
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13．事業概要等の公表

財団では、助成対象事業の概要や事業報告書を一般に公開することがありますので、御了解ください。

14．事後調査への協力

財団が助成制度の充実を目的として行う調査へのご協力をお願いする場合がありますので、御了解ください。
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１．申請書の言語及び記入方法

言語：日本語

記入方法：パソコンのワープロソフト

２．様式

Ａ４版。各ページの始まりと終わりの項目は決まっていますので、掲載されている記入例を参考に、それぞれの

項目が指定されたページ内に収まるよう記入してください。

３．複数同時申請について

助成を希望する事業が２つ以上ある場合（「国内協力事業」と「団体活動充実事業」を同時に申請する場合など）

には、その事業ごとに申請書を作成してください。

４．申請書記入項目

申請書は、当財団ホームページから様式をダウンロード（※４）して記入してください。申請書の様式は変わること

があります。必ず記入を始める直前にダウンロードしてください。

５．その他の提出書類・資料等

申請書に併せて、次の資料を必ず添付してください。

（１）団体の会則又はそれに準ずるもの

（２）団体の最新事業年度の事業計画書及び収支予算書

（３）団体の過去２年間の事業年度の収支決算書

（４）過去の活動内容がわかる機関紙、新聞記事の写し等

（５）その他、財団が指定するもの（指定があった場合に限る）

Ⅳ　申請書の書き方

（※４）申請書の様式はホームページ（http://www.k-i-a.or.jp/kokusai/ngo/kikin）からダウンロードできます。「マイ
クロソフト・ワード」のファイルと「マイクロソフト・エクセル」のファイルで構成されています。ホームページを
見ることができない方はフロッピーディスクなどでお送りしますので、①郵便番号、②住所、②氏名、③団体名を事
務局にお知らせください。
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Ⅴ　申請書の記入例

○○○○年○○月○○日

財団法人　かながわ国際交流財団

　理事長 　 福原　義春　様

                                       　　　　　○○○○○○○の会

                                       　　　　　代表　　凸凹　太郎　印

                  かながわ民際協力基金助成金申請書

次の事業について、かながわ民際協力基金による助成を受けたいので、申請いたしま

す。

Ⅰ．事業計画

１　事業名              ○○○○における□□□□改善プロジェクト

２　事業区分            海外協力事業

３　事業概要

○○国の○○地域において、□□□□□□な状況に置かれている人々を対象とし

て、□□□□□□の改善を目的として、□□□□と共同で□□□□□□□を行う。

４　現状の課題と事業の目的

（１）課題（ニーズ）

　○○国の○○地域では、□□の人々、約□□□名が、□□□□な状況に置かれてお

り、できるだけ早く□□□□□□□などを行うことが必要とされている。

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○

　

■印鑑を押してください。団体印がな

い場合は、代表者の個人印を押してく

ださい。

■事業の内容や目的を明確に表し、簡

潔でありながら分かりやすい事業名に

してください。事業名は印象に強く残

ります。

■「事業概要」は１００文字程度で記

入してください。事業の内容や目的等に

ついて、どこで何をするのかを明らかに

しつつ簡潔に記入してください。

■「海外協力事業」、「国内協力事業」、

「担い手育成事業」、「団体活動充実事

業」、「緊急支援事業」のいずれかを記

入してください。

■「団体活動充実事業」の場合、「課

題（ニーズ）」の項目は、事業の背景

にある団体としての課題について記入

してください。

申請書の１ページ目の記入例

A４用紙一枚に８－（１）までの内容を収めてください。

ここまででこのページは終了
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（２）事業の目的（期待される効果）

　○○地域に住む□□□の人々の□□□□□□□の状況を改善し、今後３年以内に□

□□□□□□を実現させるための基盤をつくることを目指す。

　そのことにより、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　

（３）行政機関、他のＮＧＯ等の活動状況

　○○地域においては、□□省が、2004 年から５ケ年計画で□□□□を実施したが、

現在までのところ、□□□□□□□という状況である。

　この地域で○○○年から活動している○○○○というＮＧＯは、○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

■「課題（ニーズ）」と「事業の目的（期

待される効果）」は、申請事業のいわば、

“スタート”と“ゴール”に当たるも

のです。取り組むべき「課題」がきち

んと把握されていることは、プロジェ

クト実施の大前提です。事前調査の結

果などを踏まえ、できるだけ具体的に

書いてください。数値目標を示すのも

一つの方法です。

「担い手育成事業」の場合は、対象者

が何の“担い手”なのか具体的に記入

してください。

■「行政機関、他のＮＧＯ等の活動状

況」は、申請事業の必要性（他がやっ

ていないから）をアピールしたり、行

政との連携・協力を強調したりする上

で重要な項目です。申請事業を実施す

る地域での行政機関や他のＮＧＯ等の

動きについて記入してください。

「海外協力事業」の場合は、現地政府

や国連機関等の活動も含みます。分か

る範囲で記入してください。

「団体活動充実事業」の場合は、記入

する必要はありません。「省略」と記

入してください。

ここまででこのページは終了

申請書２ページ目の記入例

A４用紙一枚に８－（３）までの内容を収めてください
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５　実施計画

（１）事業の内容と実施方法

　○○地域の住民組織である□□□□□□と共同で、□□□の人々を対象として、□

□□□□を実施する。

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　

（２）実施体制

□□□専門家　　　　２名（神奈川から派遣）

○○○○氏（女性　□歳）　　主に□□□□を担当

○○○○氏（男性　□歳）　　主に□□□□□□を担当

□□□□□技術者　　３名（現地協力団体□□□□□□の関係者）

○○○○氏（男性　□歳　職業：□□□）　　□□□□を担当

○○○○氏（女性　□歳　職業：□□□）　　□□□□を担当

○○○○氏（男性　□歳　職業：□□□）　　○○○○○○氏の助手

現地協力者         ○○名

○○○○氏　（女性　□歳　職業（所属団体等））　□□□を担当

○○○○氏　（男性　□歳　職業（所属団体等））　□□□を担当

○○○○氏　（女性　□歳　職業（所属団体等））　□□□を担当

他　○○○協会職員　　○○名

　

（３）実施場所

○○国○○県○○村

（首都○○より南西へ約２５０km）　　　　　　　　　　　　地図

■「事業の内容と実施方法」には、「誰

を対象として」「何を」「どのように」

行うのか、できるだけ具体的に記入し

てください。

■「実施体制」には、プロジェクトに

関わる人のそれぞれの役割についても

記入してください。

■右の四角の中には簡単な地図を入れ

てください。主な都市からの位置関係

がわかれば、手書きの地図でも構いま

せん。

　地図を別紙で添付することも可能で

す。その場合は四角の中に「地図は別

紙参照」と記入してください。

「担い手育成事業」、「団体活動充実事

業」の場合は不要です。「省略」と記

入してください。
ここまででこのページは終了

申請書の３ページ目の記入例

A４用紙一枚に５－（３）までの内容を収めてください。
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（４）当事者の事業への参加（※５）

①計画段階での参加

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

②実施段階での参加

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

③申請事業終了後の活動

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（５）実施期間

○○○○年○月○日　～　○○○○年○月○日

（６）実施日程

○○○５年　10 月上旬～ 12 月下旬　□□□□□□による□□の準備作業

○○○６年　１月上旬～　１月下旬　□□□専門家を派遣、□□□を指導

　　　　　　２月上旬～　５月下旬　地域住民による□□□□□□の実施

　　　　　　６月中旬　　　　　　　□□□専門家を派遣、□□□を指導

　　　　　　６月下旬～　８月下旬　□□□□□□による□□□□の実施

（７）　助成対象期間後の計画

「○○○○○○○の会」としては、○○○○年○月以降も現地で□□□□□を続けて

いくが、活動の力点は、徐々に□□□□に移していく予定である。

　また、現地協力団体の□□□□□□の関係者の中から□□□の専門家を育てるとと

もに、□□□□を普及させることによって、５～６年後を目処に、地域住民自身の手

で□□□□を行えるよう、□□□の支援を行っていきたいと考えている。

■「当事者」とは、「受益者」となる貧

困や社会の差別に苦しむ（現地の）人

を一義的には指します。「受益者」の

ニーズ・意見をどれくらい聴取してい

るか、あるいはどのような方法で把握

しているかを記入してください。「受益

者」自身が何らかの役割を担う場合は、

その内容や方法について具体的に記入

してください。

「担い手育成事業」、「団体活動充実事

業」、「緊急支援事業」の場合は、特記す

べき事柄がない限り記入する必要はあり

ません。「省略」と記入してください。

■「助成対象期間後の計画」には、団

体としてのその後の活動予定や、現地

の協力団体、地域住民などに活動の主

体を移行させる（自立を促す）ための

方法などについて記入してください。

■「事業日程」には、申請事業の実施期

間中の予定（スケジュール）を記入して

ください。最初と最後が上記（５）の期

間と相違がないよう注意してください。

■事業開始日には決まりがあります。

春期（４～５月）申請は、同年１０月

１日から１年間の間、秋期（１０～

１１月）申請は、同年４月から１年間

の間。

（※５）「当事者の事業への参加」について
　より望ましいのは「受益者」が申請プロジェクトの実施計画の策定に参加したり、プロジェクト実施の一部（でき
れば多く）を、経済的あるいはマンパワーとして担っている状態です。そうしたことを書くのが難しい場合は、「結
果として受益者となる最も社会的に弱い人たちのニーズが引き出されているか、その人たちが実際の運営に主体的に
関わっているか、そのことはどのようにして確認されているか」を記入してください。
　この事に関連して、民際協力基金の審査の過程では、課題を発見したら、いきなり支援を始めるのではなく、現地
の状況、現地の市民社会の状況をよく知って、信頼・協力できるパートナーとなるNGO（少なくとも個人ではなくグルー
プ、機関）を探し、協力関係を築いて行う形を取ることが望ましいと考えられています。

■事業終了日には対象事業区分により

制約があります。

①海外協力事業（３年以内）

②国内協力事業（１年以内）

③担い手育成事業（海外で実施３年以

内、国内で実施１年以内）

④団体活動充実（１年以内）

⑤緊急支援（事業内容により決定）

　６ヶ月を超える期間の事業の場合は、

「完了報告書」以外に、折り返し時点で「中

間報告」を提出しなければなりません。

ここまででこのページは終了

申請書４ページ目の記入例

A４用紙一枚に５－（７）までの内容を収めてください。
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６　参考

（１）協力団体の概要

名称　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・

代表者　　　・・・・・・・・・・

所在地　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

設立の背景　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

規模　　　　年間予算：約□□□□万円　スタッフ数：□□名

活動内容　　①　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　②　・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　③　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

協力の内容　今回のプロジェクトの実施にあたり、□□□□□□□を行う。

（２）過去の関連事業、類似事業の実績

○○○○年度　　□□□□援助事業

○○○国に□□□□の専門家□名を派遣し、□□□□□□を実施した。

○○○○年度　　△△△援助事業

○○国○○地域において、□□□□と共同で、□□□□□を実施した。

（３）事業実施（の決定）に至るまでの経緯

「○○○○○○○の会」の運営委員の一人である○○○○が、昨年１月に現地を訪れ

た際に□□□□□□の現状を知り、その後、□□□□□□に関する現地調査と□□□

□との話し合いを重ね、・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

（４）実施結果の公表の方法と期待される波及効果

報告会

○○○○年○月頃　　現地に派遣した専門家による活動報告会

場所は、神奈川県内の学校、公民館等、数カ所を予定

報告書

□□□部を□□□□□の関係者等に配布予定

今回のプロジェクトで実施する□□□□□□□□は、他の地域においても十分に応用

が利くため、報告会や報告書の配布を通じてその普及に努めたい。

■「協力団体の概要」には、①協力団

体の名称、②代表者名、③所在地、④

設立の背景、⑤規模、⑥活動内容及び

申請事業に係る協力の具体的な内容に

ついて記入してください。協力団体に

は、ＮＧＯだけでなく、政府・行政機

関や、民間企業等も含みます。

■団体活動充実事業の場合は、事業実

施に至るまでの経緯を記入する必要は

ありません。「省略」と記入してくだ

さい。

■「実施結果の公表の方法と期待され

る波及効果」には、報告会の実施予定

（時期、場所、対象者等）や、報告書

の作成・配布計画（内容、部数、配布

対象者、配布方法等）と、それによっ

て期待される他への波及効果について

記入してください。

「民際協力基金」の審査委員会では、“神

奈川へのフィードバック”や“他への

波及効果”も審査のポイントとして重

視されます。

ここまででこのページは終了

申請書の５ページ目の記入例

A４用紙一枚に６－（４）までの内容を収めてください。



かながわ民際協力基金かながわ国際交流財団

15

７　事業の「民際的」な側面

　このプロジェクトでは、□□□□□□□□□□というＮＧＯの特徴を生かしながら、

□□□□□□□□を行うことによって、現地の人々の積極的な参加を促し、□□□□

を実現することをねらいとしている。

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□

８　神奈川とのつながり

　○○○○○○○の会は、代表者を始めとする中心メンバーのほとんどが神奈川出身

者であり、会員もその□割が県内在住である。□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

　また、特に今回のプロジェクトでは、神奈川からも□名の専門家の派遣を予定して

おり、帰国後は、県内各地で活動報告会等を実施することにより、神奈川の民際協力

活動のより一層の活性化が図られると考えている。

９　総事業費  ２６５万円

１０　助成対象経費  ２４０万円　          

１１　助成希望額   １２０万円

１２　主な対象経費

輸送費        　７０万円

専門家人件費　　６０万円

印刷費　        ３０万円

機材等購入／レンタル料  　３０万円

通訳／翻訳料　　１３万円

謝礼／原稿料　　　９万円    等

■事業の「民際的」な側面は、民際協力

基金の審査の非常に重要なポイントで

す。

　政府、行政機関等とは違うＮＧＯなら

ではの特徴を活かし、人と人とのつなが

りや信頼関係に根ざした協力活動として

アピールできる点を記入してください。

■団体の活動、申請事業の内容等で神

奈川とのつながり（※６）をアピールで

きる点を記入してください。

（※６）神奈川とのつながりとしては、申請者の要件として定められている「神奈川県内に活動の拠点を有するＮＧＯ」
「神奈川県内に多数の会員を有するＮＧＯ」「主に神奈川県内で活動するＮＧＯ」という、３つの条件のほかにも、神
奈川の人のプロジェクトへの参加、神奈川へのフィードバック、他への波及効果などが考えられます。民際協力基金
に寄付を寄せてくださる神奈川の人々の理解を得るためにも大事なポイントです。

■「助成希望額」は、「助成対象経費」

の２分の１以下の額を記入してくださ

い。但し、他からの公的な助成を受け

ている場合は、その金額を助成対象経

費から控除してください。

【助成希望額算出式】

助成上限額＝（ 助成対象経費 － 公

的助成金の額 ）÷２

※助成額は千円未満は切り捨てとなり

ます。

※公的助成金には、民間の財団等によ

るものであっても、公募によって行わ

れる助成は全て含まれます。

■「主な対象経費」には、助成対象経

費の中でも特に予算配分が多いものに

ついて記入してください。

■「総事業費」、「助成対象経費」、「助成

希望額」、「主な対象経費」は、事業に必

要な費用を積算する「事業予算（支出）」

を作成した後で記入し、提出直前に再度

間違いがないか確認をしてください。

ここまででこのページは終了

申請書６ページ目の記入例

A４用紙一枚に１２までの内容を収めてください。
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Ⅱ．申請者（団体）の紹介

１　団体名    　　○○○○○○○の会（略称：×××）

２　所在地等 

〒 999-9999　○○市○○町・・・・・・・・　（代表者宅）

電話　０４５（９９９）９９９９　FAX: ０４５（９９９）９９９９

ホームページ http://www.･･･････････

３　団体支部、海外事務所等

なし

４　発足年月日    ○○○○年○月○日

５　構成員数    　

専従スタッフ    　　　　　○名（有給１名、無給１名）

非専従スタッフ　　　　　　○名（有給１名、無給１名））

会員数

○○○○年　２００名（スタッフ含む）内、神奈川県在住者の数　１４０名

○○○○年 １９０名（スタッフ含む）内、神奈川県在住者の数　１３０名　　　　

○○○○年  １８０名（スタッフ含む）内、神奈川県在住者の数　１２０名

６　主な構成人員

　　　代表　　　　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

　　　運営委員  　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

 　　　　〃     　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

 　　　　〃     　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

 　　　　〃     　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

  　　渉　　外　　　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）

  　　会計責任者  　（氏名）　　（住所）　　（電話番号）　　（職業）　（年齢）　

７　団体設立の経緯

代表の凸凹太郎が○○○○年に□□□□□□□□した折りに、○○国の□□□□□と

知り合い、□□□□□□□□□□□の活動を行うため、□□□□□□□□□等の協力

を得て、○○○○年に「○○○○○○○の会」を設立した。

８　団体の目的と主な活動

□□□□□□□の活動を通じ、□□□の人々の□□□□を改善することを目的として、

次のようなプロジェクトを実施している。

（１）○○における□□□□□の改善

（２）　日本国内での□□□□活動

（３）機関紙の発行（年６回） 

（４）

■①郵便番号、②住所、③電話番号、④

FAX番号、⑤その他団体のホームページ

がある場合はURLを記入してください。

■団体の支部、海外事務所等がある場

合は、その名称、所在地、活動内容、

スタッフの人数等を記入してください。

■会員数は、過去３年分を記入してく

ださい。

■団体の特徴を知るために、中心メン

バーの職業や年齢を記入してくださ

い。事務局、審査委員以外に公表する

ものではありませんが、詳細を記入で

きない場合は、住所については、「○

○市」、年齢は「○○歳代」といった

書き方でも結構です。

■「団体設立の経緯」は、申請団体の

特徴を知る上で重要な項目です。でき

るだけ具体的に記入してください。

■スタッフの有給・無給の別も記入し

てください。専従スタッフ、非専従ス

タッフ、会員の数、スタッフ及び会員

数のうち神奈川県在住者の数も記入し

てください。

ここまででこのページは終了

申請書の７ページ目の記入例

A４用紙一枚に８までの内容を収めてください。
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９　団体年間収支規模

２００★年度 前々年度の決算額 ○○○○○円

２００★年度 前年度の決算額 ○○○○○円

２００★年度 今年度の予算額 ○○○○○円

※　会計年度　　○月　～　○月

１０　過去の助成金

○○○○年○月　□□□財団□□□□支援金　□□□援助事業　　３７０万円

○○○○年○月　○○○協会△△△基金　    △△△ﾁｬﾘﾃｨｺﾝｻｰﾄ　　６０万円

○○○○年○月　□□□財団★★★援助金    △△△援助事業　　１５０万円　

１１　表彰歴

○○○○年○月　○○市□□□□賞

○○○○年○月　○○新聞□□□□賞

１２　当該申請についての連絡担当者

（１）主担当

氏名 　　神奈川　太郎

自宅住所 　　横浜市○○区○○町５－２

自宅電話　　０４５－０００ー００００　自宅 FAX　　０４５－０００－００００

勤務先住所　　横浜市○○区○○４－７　

勤務先電話　０４５－０００ー００００　勤務先 FAX　０４５－０００－００００

E-mail　　　　kikintanto@ ○○ .com

（２）副担当

氏名　　　　　神奈川　花子

自宅住所　　　横浜市○○区○○町６－３

自宅電話　　０４５－９９９ー００００　自宅 FAX　　０４５－９９９－００００

勤務先住所　　川崎市○○区○○８－１９　

勤務先電話　０４４－９９９ー００００　勤務先 FAX　０４４－８８８－００００

E-mail　　　　kikintanto02@ ○○ .com

■「団体年間収支規模」には過去２年

分の決算額、申請時の年度は予算額を

記入してください。

■過去に受けた主な助成金の名称及び

交付機関名、交付を受けた年度、対象

事業、金額を記入してください。

　助成金の数が多い場合は、最近２～

３年の間に受けた主なものだけを記入

してください。

■主担当１名と副担当１名の情報を記

入してください。

連絡担当者の欄には、実際に申請書を

作成した方の氏名およびその他の情報

を記入してください。

　審査委員会の直前に緊急に連絡を取

らなければならない場合もあり得ま

す。確実に連絡の取れる電話番号等を

記入してください。 

■会計年度が何月に始まり何月までか

記入してください。（４月～３月又は１

月～１２月など）

ここまででこのページは終了

申請書８ページ目の記入例

A４用紙一枚に１２－（２）までの内容を収めてください。
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□事業予算の様式について
　審査及び助成手続き事務の都合上、申請団体で作成した独自の書式は認められません。

□マイクロソフト・エクセルの計算機能について
　マイクロソフト・エクセルでは合計額を計算したり積算根拠の計算結果を予算額の欄に入れたりすることが簡単に
できます。書籍やインターネットでその操作方法を調べることができます。

【書式Ａ】

事業名：○○○○における□□□□改善プロジェクト

団体名：○○○○○○○の会

事業予算（収入）

大項目 中項目 備考 小項目 予算額 積算根拠 補足説明
会費収入 個人会費 300,000 @3,000 × 200

名× 0.5
年間会費収入全体
の 2分の 1をこの
事業に充当する。

寄付金収入 △△支援金 500,000 昨年度実績
事業収入 申請事業による

収入
参加費等 △△報告会参加費 80,000 @500 × 40 名

× 4回
他の事業による
収入

バザーの
売上げ等

地球市民祭カレー
販売
フリーマーケット
出店

40,000
30,000

助成金 かながわ民祭協
力基金

助成希望額 1,000,000

他の助成金 ○○財団 200,000 確定
他の助成金（公
的）

○○市市民活動助
成金
○○市国際交流協
会

100,000
100,000

確定
申請中

前年度繰越金 298,000
その他
総合計 （総事業費） 2,648,000

 

■「事業名」、「団体名」を忘れずに記

入してください。

■「積算根拠」はできるだけ具体的に

記入してください。積算根拠だけでは

分かりにくい場合は、補足説明を加え

てください。積算根拠や補足説明は、

収入金額が、十分な見通しの上に立っ

たものであることを示します。

　マイクロソフト・エクセルを十分に

使いこなせない方は、電卓などで積算

根拠の計算結果と予算額が同額になっ

ているか必ず確認してください。

■「かながわ民際協力基金の助成希望

額」は、助成対象経費の合計から「他

の助成金」の合計額を引いた額の２分

の１以下を記入してください。

■「他の助成金」には民間の財団の助成

金を、「他の助成金（公的）」には、国、県、

市などの公的機関の出資による助成金を

書いてください。その状況（「確定」、「申

請中」、「申請予定」等）については「補

足説明」欄に記入してください。

■「総合計」は、「支出（書式Ｂ）」の

「総合計（総事業費）」と同額になるよ

うにしてください。

■記入様式はホームページからダウン

ロードできます。必要と考えられる項

目があらかじめ用意されていますが、

申請にあたり不要な項目行は削除して

ください。

　様式はマイクロソフト・エクセルで

作られています。画面左の行番号のと

ころを右クリックすると行の削除が選

択できます。

事業予算（収入）の記入例

ホームページからダウンロードできる記入様式には、必要と考えられる収入項目があらかじめ用意されていますが、

申請にあたり不要な項目行は削除してください。
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【書式 B】

事業名：○○○○における□□□□改善プロジェクト

団体名：○○○○○○○の会

事業予算（支出）

大項目 海外 /国内 中項目 小項目 助成 予算額 積算根拠 補足説明
人件費 国内 専門家人件費

専門家以外の
人件費

海外 専門家人件費 保健士人件費 ○ 600,000 @50,000×12ヶ月×1名 現地採用
専門家以外の
人件費

事務職員人件
費

× 360,000 @30,000×12ヶ月×1名 現地採用

通訳 ･翻訳料 国内 通訳
翻訳

海外 通訳 研修会通訳 ○ 70,000 @10,000 × 7日× 1名 日本より派遣
日本語→○○
語

研修会配布資
料翻訳

○ 60,000 @3,000 × 20 頁 日本語→○○
語

謝礼・原稿料 国内
海外 研修会講師謝

礼
○ 90,000 @15,000 × 6回× 1名 日本より派遣

合計 助成対象経費
合計

2,418,000

助成対象外経
費合計

230,000

総合計 （総事業費） 2,648,000

 

□申請時における、申請プロジェクトと団体の日常的な活動との区別について
　あくまでも申請プロジェクトの支出計画です。団体の日常的な事業の管理・運営にかかる人件費、事務所家賃、機
関紙の印刷費、郵送費等は含められません。申請事業にかかる直接的な経費だけを記入してください。但し、人件費、
電話代、郵送費等であっても、申請事業の実施にあたって必要不可欠となることが明らかな場合は計上できます。

□予算資料に関する審査の視点の例
①審査において、経費の見積りが雑な場合や、多めに見積られているような場合はマイナス評価となります。
②予算について大きな割合を占めている金額の項目については、（そのことに助成を受ける訳ですから）申請書の文
中でその必要性や効果について述べられていなければなりません。

③民際協力基金は助成対象経費の最大で半額を助成する仕組みです。申請団体の自己資金力に見合った、現実的な見
積りを示すことが重要です。

■助成の欄は、本誌の「Ⅲ -２. 助成対

象事業の対象費目、対象期間、助成限度額」

を参照しながら、助成の対象と考える

ものに「○」、対象外と考えるものに

「×」を記入してください。

　民際協力基金の助成を受けた場合、

助成対象となった経費については、完

了報告時に領収書の原本の提出が必要

です。

事業予算（支出）の記入例

ホームページからダウンロードできる記入様式には、必要と考えられる支出項目があらかじめ用意されていますが、

申請にあたり不要な項目行は削除してください。

■「事業名」、「団体名」を忘れずに記

入してください。

■「積算根拠」はできるだけ具体的に記

入してください。「積算根拠」だけでは

分かりにくい場合は、「補足説明」を加

えてください。「積算根拠」や「補足説

明」は、事業の計画が十分な見通しの上

に立ったものであることを示します。

「積算根拠」の計算結果と「予算額」が

同額になっているか、必ず電卓などで確

認してください。

■支出の「総合計（総事業費）」は、「収

入（書式 A）」の総合計と同額になるよ

うにしてください。

■記入様式はホームページからダウン

ロードできます。必要と考えられる項

目があらかじめ用意されていますが、

申請にあたり不要な項目行は削除して

ください。

　様式はマイクロソフト・エクセルで

作られています。画面左の行番号のと

ころを右クリックすると行の削除が選

択できます。


